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1 文書 R8.4.6  私達家族は袖ケ浦市野里地区に千葉市

から越して来て四十数年になります。当

初は田園地帯の所々に家があり、夏には

家の前で蛍が飛びかい、のどかで安心安

全な地に大満足でした。 

 しかし、ここ数年の間に休耕地が増

え、そこに近隣住民が反対したにもかか

わらず２事業者３ヶ所の太陽光発電所が

できてしまいました。この太陽光発電所

が建設されてから、家族が体調不良を訴

える様になりました。精神的なものなの

かあるいは太陽光発電所に起因する何か

目に見えないものによるものかは解りま

せんが、これ以上近くに太陽光発電所が

できたら、ここには住んでいられないの

で引越しをしようと言い出すありさまで

す。 

 私達は全の太陽光発電所建設に反対し

ているのではありません。人の住んでい

る所から離れた所、住民の安全、安心が

守られる所の建設には理解しておりま

す。 

 令元年の台風１５号では、野里地区で

も大きな被害がありました。飛散物で窓

環境管理課 

 

 

市民の声でご意見をいただきました休耕地

等に太陽光発電設備を設置する場合におい

て、住宅地からの設置距離及び住民の同意事

項を設けることにつきましては、土地の所有

者に対し土地の利用に制限をかけることにな

ります。そのため、現行のガイドラインの規定

に基づき、近隣住民への影響等も考慮し、市民

の安全及び安心を確保、環境及び景観の保全

ができるよう指導してまいりますのでご理解

くださるようお願いいたします。 

R8.5.20 



が割れ屋根が飛ばされた家も数件ありま

した。 

 太陽光パネルは風に弱く、メガソーラ

ーなどが台風等の強風で半壊した例も

多々耳にしております。この太陽光発電

所のパネルのガラスが割れば、風速50ｍ/

秒、時速180㎞でガラスの凶器が襲ってく

るのです。雨戸を閉めた家の中でさえ、

死の恐怖を感じ、安心して暮らす事がで

きません。 

 また、ご存知の様に台風などの自然災

害の場合は、不可抗力のため周囲への損

害賠償責任が発生しません。太陽光パネ

ルのガラスが割れ近隣の家が壊れよう

が、人命が失われようが事業者に賠償責

任が無のです。 

 袖ケ浦市の太陽光発電設備設置のガイ

ドラインでは、隣に住宅があっても建設

の同意の必要はなく、強制力も罰則もな

く行政指導はできるが、行政処分もあり

ません。他の自治体では、近隣住民の事

を第一に考え、「地域住民の署名・押印

の同意書」が必要な所もあります。 

 当市ガイドラインでも、住民の生命財

産を守り、住民ファーストに考え安心・

安全な住環境を守るため、太陽光発電設

備をつくる場合 

①住宅地から最低100ｍ以上離す 

②半径100ｍ以内の全住民の署名・押印の



同意を得る 

上記①・②を加えていただきたくお願い

申し上げます。 

 私達家族の様な不幸が今後袖ケ浦市で

発生させないため、早急の対策を望んで

おります。 

2 文書 R8.4.27 お世話になっております。 

袖ケ浦市の奨学資金貸付金制度を利用さ

せて頂いています。 

大変助かっており、とてもありがたい制

度なのですが、昨今は、奨学金返還支援

制度を導入している企業が増え代理返還

をしてくれる企業が多くなっています。 

国や千葉県でも奨学金返還支援制度を導

入してくれる企業を広く募集している状

況です。 

袖ケ浦市でも奨学資金貸付金の代理返還

を可能にしてほしいです。 

現状は代理返還不可とのことですが、奨

学資金貸付金制度の経済的な理由で修学

が困難な学生に対して貸付をしてくれる

理念に基づく考え方をすれば代理返還が

可能になる事で就職後の借金返済という

生活困難な状況を回避できる事になりま

す。 

今年の１０月から返済が始まるのですが

その前に導入していただけると大変助か

るのですがご検討いただけないでしょう

教育総務課 ４月２７日付けでいただいた、袖ケ浦市奨

学資金について企業等による奨学金返還支援

（代理返還）を利用できるようにしてほしい

とのご意見について、回答いたします。 

本市では、袖ケ浦市奨学資金貸付条例に基

づき、経済的理由により修学が困難な方に対

し、修学上必要な学資を貸し付けることで、修

学を容易にするため、奨学資金を無利子で貸

し付け、卒業後１０年以内での分割返還とし

ているところですが、現時点で、借受人を雇用

する企業等が本人に代わって奨学資金貸付金

の全部または一部を直接市へ返還できる規定

がございません。 

一方で、独立行政法人日本学生支援機構の

奨学金返還支援（代理返還）制度を実施してい

る企業は増加しており、今後、自治体の奨学金

についても、代理返還制度導入に対するニー

ズの高まりが予想されることから、本市の奨

学資金における代理返還制度実施について検

討してまいります。 

なお、実施が決定した際には、借受人の皆様

に御案内させていただきます。 

R8.6.11 



 

か。 

代理返済が不可の場合はその旨がわかる

書類を作成して頂く事は可能でしょう

か？ 


